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このような革命期における反結社法の研究に関しては、営業の自由（liberté du commerce 
et de l’industrie）の観点から、コルポラシオンの廃止を規定するル・シャプリエ法を考察
し、それを資本の本源的蓄積の過程であるとした「ル・シャプリエ法研究試論」（中村紘
一 早稲田法学会誌 20 巻 早稲田大学法学会 1968 年）、団結権史の観点から反結社法を
考察した『フランス労働法の研究』（大和田敢太 文理閣 1995 年）、革命期からナポレ
オン期への中間団体政策の変化を考察した「ナポレオン期における中間団体政策の変容 －
『ポリスの法制度』の視点から－」（高村学人 東京大学社会科学研究所紀要 社会科学研究 第
50 巻 第 6号 1999年）、「結社の自由」という視点から革命期の反結社法から結社の自
由を法認した 1901 年法に至る過程を考察対象とした大部の著作であり、ル・シャプリエ法
（Loi Le Chapelier）を民衆協会（société populaire）の活動制限のデクレと関連付けて「ル・
シャプリエ法の再解釈」をおこなう『アソシアシオンへの自由』（高村学人 勁草書房 2007
年）などがある。一方ロザンヴァロン（Rosanvallon, Pierre）は、『L’Ētat en France de 1789 





















                                                 
7 Pierre Rosanvallon, L’Ētat en France de1789 à nos jours , Seuil, 1990, pp.97-99. 以下 Pierre 































る。しかし、1789 年 11 月 26日には、ポワン・デュ・ジュール（Point du jour フランス
革命時の新聞の名称：訳注）では、『憲法の条文にアンシャン・レジームの痕跡を残したま
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という新たな考え方により、1769 年から 88 年にかけて、いくつもの地方で王令により入
会地の分割が許可される（入会地全体の三分の一を領主のものとする）。そして 1789 年に
は、共同体の集会は三部会選挙のために招集されることになる。31  




27 Albert Soboul, La société française, p.12. 




根悟監修『世界教育史大系 9 フランス教育史Ⅰ』 （講談社 1975 年） 52 頁。）当初は司祭などの聖職者
が教師を務めていたが、16 世紀以降、聖職者ではない俗人の教師が増加していく。（前掲書 58 頁。） 
30 Albert Soboul, La société française, pp.13-14.  
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l'Académie française, 5th Edition (1798)）50と定義され、各都市の各職業において存在し
ていた。オリヴィエ-マルタン（Fr. Olivier-Martin）は、このような同業組合的組織
（organisation corporative）として次のような社団をあげている。51 
① 学者の社団（corps savant） 
アカデミー（académie）、大学（université） 
② 商工業の社団（ corps du commerce et de l’industrie） 
商人の社団と手工業同業体（corps des marchands et les communautés d’arts et 
métiers）、商事会社と金融会社（compagnie de commerce et de finance）、経済的利益








③ 弁護士などの裁判補助者の社団（corps d’auxiliaire de la justice）、 
④  医業の社団（corps de la médecine） 
⑤ 王の官職保有者の社団（corps d’officiers royaux）、 
⑥ 裁判と警察の小官職保有者（petit officier de justice et de police） 
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51 Fr. Olivier-Martin, L’organisation corporative de la Frcance d’ancien régime, Librairie du Recueil 
Sirey, 1938, table des matières. 以下 Fr. Olivier-Martin, L’organisation corporative de la Frcance と表
記。 
52 Ēmile Coornaert, Les corporations en France avant 1789, Gallimard, 1941, p.32. 以下 Ēmile 
Coornaert, Les corporations en France avant 1789 と表記。 



















シャン・レジーム下では métier（手職）, corps de métier（手職団体）, communauté de 
métiers（手職同業体）、communauté d’arts et métiers（手工業同業体）, maîtrise（親方
身分）, jurande（宣誓組合）等とよばれた。」57  
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56 Ibidem. 
57 中村紘一「ル・シャプリエ法研究試論」早稲田法学会誌 20 巻 早稲田大学法学会 1968 年 4 頁。 以下
中村紘一「ル・シャプリエ法研究試論」と表記。 
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65 Ibidem. 

















社団国家と言われるアンシャン・レジーム下の王権の支配構造は、1776 年にルイ 16 世
が臨席する親裁座で高等法院の次席検事であるセギエ（Séguier）がおこなった、商工業の
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74 Ibid. p.292. 
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（économie bonne et loyale）という考え方が生じ、これが手工業者の習慣や警察権力の規
制に影響を及ぼしていた。81「協同福祉の代表者」82として、公権力である領主や都市当局
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づき製品の生産・販売などの経済活動に対する統制を行い、営業の自由（ liberté du 
commerce et de l’industrie）を妨げるという側面をもつものである。コルポラシオンは、
18 世紀には「laissez faire, laissez passer」（自由につくり、自由に流通させよ）というス
ローガンを掲げるフィジォクラート（physiocrate）の厳しい批判を浴びる。コルポラシオ
ンは、革命前の 1776 年 2 月のテュルゴ勅令により一旦廃止されるが、76 年 5 月のテュル
ゴの失脚により、76 年 8 月には若干の改革を経た後復活する。革命期に入ると、コルポラ
シオンはダラルドのデクレ（Décret d’Allarde 1791 年 3 月）、ル・シャプリエ法（Loi Le 
Chapelier 1791 年 6月）により廃止されることになる。 
しかし、以上で述べてきた「良き誠実なる経済」という中世以来の職業に関する理念は、
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122 谷川稔『フランス社会運動史 アソシアシオンとサンディカリズム』 （山川出版社 1983 年）18 頁。
以下 谷川稔『フランス社会運動史』と表記。 





































                                                 
124 谷川稔『フランス社会運動史』22 頁。  
125 Albert Soboul, La société française, p.209.  
126 谷川稔『フランス社会運動史』25‐34 頁。 
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の著書である『Pénitents et Francs-Maçons de l’ancien Provence』の中で、「アンシャン・
レジーム下で、非聖職者により組織される宗教的性格の集団を示すための標準的用語」127と









シアシオン型信徒会」（ confrérie-association）として「同業信徒会」（ confrérie 




















                                                 
127 Maurice Agulhon, Pénitents et Francs-Maçons de l’ancienne Province, Fayard, 1968, p.23. 以下
Maurice Agulhon, Pénitents et Francs-Maçons と表記。  
128 http://artfl-project.uchicago.edu/node/17. 2015 年 4 月 8 日 
129 Maurice Agulhon, Pénitents et Francs-Maçons, p.23. 
130 Ibid., table des matières. 




































                                                 
132 Maurice Agulhon, Pénitents et Francs-Maçons, p.68. 
133 Albert Soboul, La société française, p.223. 
134 Maurice Agulhon, Pénitents et Francs-Maçons, pp.86-87 




































                                                 
136 Ibidem. 
137 Albert Soboul, La société française, p.224.  
138 Ibid., pp.223-224. 


























（ HenriⅢ）によるブロワの王令（Ordonnance de Blois 1579年）、ルイⅩⅢ世（Louis
ⅩⅢ）治下リシュリュー（Richelieu, Armand Jean du Plessis, duc de）による「フランス
版航海条例」と言われる規定、裁判機関、贈与、結婚に関する規定など多様な内容を含ん
だミショー法典（Code Michaud 1629 年）、ルイⅩⅣ世（LouisⅩⅣ）治下コルベール（Colbert, 
Jean-Baptiste）の主導による訴訟手続き統一のための民事訴訟王令（Ordonnance civile 
pour réformation de la justice 1667 年）・刑事訴訟王令（Ordonnance criminelle 1670 年）
などである。しかし、これらの王令が影響力をもった領域は限定的であった。例えば、刑
事訴訟王令は、大逆罪、貨幣の偽造、騒擾などの重罪を対象にするものであり、こうした
                                                 
140 二宮宏之 『フランス アンシャン・レジーム論 ‐社会的結合・権力秩序・叛乱‐』（岩波書店 2007
年）19-20 頁。 
141 同書 222 頁。  
142 同書 223 頁。 
143 柴田三千雄・樺山紘一・福井憲彦編『世界歴史大系 フランス史 2 －16 世紀～19 世紀なかば－』（山川




































                                                 
144 福井憲彦編『世界各国史 12 フランス史』（山川出版社 2001 年）171 頁。 以下 福井憲彦編『フラン
ス史』と表記。 
145 滝沢正『フランス法 第４版』（三省堂 2010 年）46 頁。 
146 福井憲彦編『フランス史』238 頁。 










































































                                                 
148 Ēmile Coornaert, Les corporations en France avant 1789, pp.287-288. 
149 Pierre Goubert, l’Ancien régime 1, p.172. 
150 Ēmile Coornaert, Les corporations en France avant 1789, p.282. 
151 Ibidem. 
152 Ibid., p.285. 























～90 年の時点の全国平均で男性 29 パーセント、女性 14 パーセントであったのに対して、
革命前夜のルイⅩⅥ世の時代には、男性 47 パーセント、女性 27パーセントと 1.5倍から 2
倍に増加している。155 識字率の上昇に伴い、出版件数も増加する。フランスでは検閲制度
が取られていたが、パリの年間刊行点数の「推移をアンリ・ジャン・マルタンはいちおう、
つぎのように推定している。すなわち 18世紀初頭、約 1,000 点、その後しばらく緩やかな
上昇線を描き、やがて 1740 年～50年に急上昇し 1,500 点を達成、ついで 1760年～75 年、






                                                 
154 モンテスキュー 野田良之他訳『法の精神（中）』（岩波書店 1989 年）391-392 頁。以下 モンテスキ
ュー 野田良之他訳『法の精神（中）』と表記。 
155 柴田三千雄・樺山紘一・福井憲彦編『フランス史 2』297 頁。識字率を算出するのに教区記録簿の新
郎・新婦の署名の有無を用いることには異論があるが、第一に他に有効な方法がないこと、第二にこの方
法は時代間、地域間、社会職能集団間の比較に極めて便利であることもあり用いられている。 
















をもった基礎的な社会的集団として存在していた。革命期における 1789 年 8 月 4、6、7、
8、11日=11月 3日の「封建制、領主裁判所、十分の一税、官職売買、特権、聖職碌取得金、
複数の聖職碌を受けることなどの廃止に関するデクレ」（Décret portant abolition du 
régime féodal, des justices seigneuriales, des dîmes, de la vénalité des offices, des 
privilèges, des annates, de la pluralité des bénéfices, etc）160や 1791年 9月 3日の 1791






                                                 
157 同書 308-309 頁。 
158 エベール（Hébert, Jacques-René）により 1790 年に創刊された新聞、右派を野卑な言葉で辛辣に罵
倒し、貧困層から人気が高かった。ロベスピエールによる、エベール派の粛清・処刑にともない 1794 年
に廃刊された。 
159 ロバート・ダーントン 関根素子・二宮宏之訳『革命前夜の地下出版』（岩波書店 1994 年）47 頁。   





































                                                 












を買うことになる。そして 1776 年 2月にはテュルゴ勅令（Édit de Turgot）により営業の
自由（liberté du commerce et de l’industrie）の実現をめざしてコルポラシオンの廃止をお


















                                                 
2 同書 66 頁。 
3 同書 121 頁。 
4 生産費をつぐなう穀物価格は「取引の自由」を通じてその結果として実現されるので、「取引の自由」が
求められることになる。（河野健二 『フランス革命の思想と行動』66 頁。） 






































                                                 
8 同所。 




13 同書 339 頁。 
14 同所。 
15 同書 340 頁。 
16 同所。 
17 同書 343-344 頁。 



































第２節 中間団体の禁止 ―『社会契約論』を中心に 
                                                 
19 同書 344-345 頁。 
20 同書 347-348 頁。 
21 エド税とは「棚卸表によって、または、卸売または再卸売について、[および]運送の際に、[および]

































                                                 






26 ルソー 桑原武夫・前川貞次郎訳『社会契約論』（岩波書店 1954 年）48 頁。 以下 ルソー 桑原武
夫・前川貞次郎訳『社会契約論』と表記。 



































                                                 
28 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome1, p.240. 
29 Conseil d’Etat, Les associations et la loi de 1901, cent ans après, p.251. 
30 ルソー 桑原武夫・前川貞次郎訳『社会契約論』48 頁。 
31 ルソー 河野健二訳『政治経済論』（岩波書店 1951 年）15 頁。  






は「修正する」という意味であるが、18世紀後半のフランス語では、modifier は modérer 
（＝rendre moins violent）あるいは adoucir（＝rendre doux）と同義とされる（Dictionnaire 




























                                                 
33 桑原武夫編『ルソー論集』（岩波書店 1970 年）127 頁。 
34 http://artfl-project.uchicago.edu/node/17. 2015 年 11 月 23 日 

































                                                 
36 ルソー 桑原武夫・前川貞次郎訳『社会契約論』133 頁。 
37 同所。 
38  フランソワ・フュレ/モナ・オズーフ編 河野健二・阪上孝・富永茂樹監訳『フランス革命事典 6 －思
想Ⅱ－』（みすず書房 2000 年）233 頁。 
39 同書 227 頁。  
40 同書 232-233 頁。  
41 同書 244-245 頁。 
42 同書 245 頁。 
























まず、モンテスキュ （ーMontesquieu, Charles Louis de Secondat, baron de La Brède et 










                                                 
44 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome3 p.241. 
45 Ibid., tome5, p.352. 
46 Ibid., p.353. 
47 Archives parlementaires, 1ère série, tome32, p.58. 

































コンドルセは、『人間精神進歩史』（Esquisse d'un tableau historique des progrès de 
                                                 
50 同書 343 頁。 
51 Henry Michel, L’idée de l’état, essai critique sur l’histoire des théories sociales et politiques en France 
depuis la Révolution, Fayard, 2003, pp.48-49. 以下 Henry Michel, L’idée de l’état と表記。 
52 モンテスキュー 野田良之他訳 『法の精神（中）』（岩波書店 1989 年）391-392 頁。 以下 モンテスキ
ュー 野田良之他訳『法の精神（中）』と表記。 
53 Henry Michel, L’idée de l’état, p.95. 
54 ルソー 桑原武夫・前川貞次郎訳『社会契約論』42 頁。 
55 同書 81 頁。 


































                                                 
57 コンドルセ 渡辺誠訳『人間精神進歩史 第一部』（岩波書店 1951 年）190 頁。 
58 同所。 
59 同書 191 頁。 
60 同所。 
61 同書 255-262 頁 
62 Henry Michel, L’idée de l’état, p.103.  





































                                                 
64 Pierre Rosanvallon, L’Ētat en France de 1789 à nos jours, pp.96-97. 
65 Ibid., p.95. 









































































た後、時系列的には前後するが民衆協会の活動規制に関する 1791 年 5月と 9月の二つのデ
クレ、95 年 8月の民衆協会廃止のデクレ、97 年 7月の政治的問題に係わる団体を禁止する
法律という民衆協会に対する規制・禁止を規定する四つのデクレ・法律、それに加えて、
93 年 9 月のパリの行政機関であるセクションの総会の開催制限を規定するデクレを一つの
過程として考察した後、1810年の刑法典を考察していく。 
 
第１節 バスティーュから 1791 年憲法へ 
 
フランス革命は 1789年 7月 14日のバスティーユ襲撃に始まるが、87年からの不作に苦
しんでいた農村部では、都市部の混乱の情報が伝わる中で、都市部から浮浪者が大量にや
ってくる、あるいは領主特権を守ろうとする貴族がならず者を使って農村を襲うといった
噂が広がり、7月 20日から 8月 6日にかけて恐怖した農民が先制的に領主の館を襲撃する
「大恐怖」（La grande Peur）と呼ばれる現象が全国で発生する。こうした事態への対応を




取得金、複数の聖職碌を受けることなどの廃止に関するデクレ」（Décret portant abolition 
du régime féodal, des justices seigneuriales, des dîmes, de la vénalité des offices, des 
privilèges, des annates, de la pluralité des bénéfices, etc）1を議決する。このデクレは、
その名称が示すように、第１条で封建制の完全な廃止を謳い、第４条ですべての領主裁判
所の廃止、第 5 条で十分の一税の廃止、第６条で永代地代などの所有権に関する権利の買
い戻し、第 7条で裁判所および市町村の官職売買の廃止、第 9条で免税特権の廃止、第 10
条で州、地方、都市などの特権の廃止、第 11 条で市民は出生による差別なしにあらゆる職





そして 1789年 8月 26 日には「人および市民の権利の宣言」（Déclaration des droits de 











国王は 1789年 8月 4日の封建制廃止のデクレと 8月 26日の「人および市民の権利の宣言」
を裁可しようとしなかった。一方パリの食料事情が悪化する中で、パンを求める請願を国







られ新たな制度が姿を現していく。1789年 11月 2日= 4日の「教会財産を国の管理の下に
                                                 
1 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome1, p33. 
2 Ibid., pp.33-35. 
3 Ibid., tome3, p.240. 
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置くデクレ」（Décret qui met les biens ecclésiastiques à la disposition de la nation）4に
より、教会財産が国有化され売却されることになる。その土地を担保にアッシニア
（Assignat 担保付の債券であったが、紙幣として流通するようになる。）が発行される。
1789 年 12 月には州や地方は、人口、面積、経済力などが均等になるように分けられた 83
の県に再編成され、県の下に郡、小郡、市町村が置かれる。人口 25,000を超える都市には
セクションが置かれる。行政組織に合わせて裁判所制度も再編成され、地方行政官や裁判
官は選挙によることになる。そして、1790年 7月 12日= 8月 24日の「聖職者民事基本法
および聖職者の俸給に関するデクレ」（Décret sur la constitution civile du clergé et la 
fixation de son traitement）5 によって、司教・司祭は選挙により選ばれ、聖職者は国民・
法律・国王への忠誠および憲法を全力で維持する旨の宣誓を義務付けられ、国家から俸給
を受ける公務員となる。この時期、反結社法としては、「営業の自由」のためにコルポラシ
ォンを廃止する 1791年 3月 2日=17日のダラルドのデクレ、民衆協会の請願の制限などを
求める 1791年 4月 26日の「パリ県とパリ市の請願」6に基づく集団としての請願などを禁
止する 1791年 5月 18日（10日）=22日の「市民がコミューンの招集を要求することがで
きる場合を定める請願権に関するデクレ」7、コルポラシオンの廃止に加えてコアリシオン
も禁止する 1791 年 6 月 14 日=17 日のル・シャプリエ法、コルベールによって設立された
商業会議所などを廃止する 1791 年 9 月 27 日＝10 月 16 日の「王国内に存するすべての商











戻された事態を受けて、1791年 8月には「ピルニッツ宣言」（Déclaration de Pillnitz）に
                                                 
4 Ibid., tome1, p.54. 
5 Ibid., p.242. 
6 Archives parlementaires, 1ère série, tome25, p.352. この請願と次のデクレについては第５章第２節で
他の民衆協会に関するデクレおよび 1810 年の刑法典とともに一括して考察する。 
7 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome2, p.365.  
8 Ibid., tome3, p.374.  
9 Ibid., p.457. このデクレについては第５章第２節で他の民衆協会に関するデクレおよび 1810 年の刑法
典とともに一括して考察する。 


































 1791 年 2月 13日、ダラルド（d’Allarde, Pierre Gilbert Le Roy, baron）は租税委員会の
名の下に、1791年 3月 2 日＝17日のダラルドのデクレ（Décret d’Allarde 「すべてのエド
税、すべての親方身分および宣誓組合の廃止および営業免許状の設定にかんするデクレ」15 
                                                 
11 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome3, pp.240-241. 
12 Ibid., p.241. 
13 Ibid., pp.242-243. 
14 Ibid., p.251. 
15 中村紘一訳「テュルゴ勅令・ダラルド法」335 頁。 
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Décret portant suppression de tous les droits d’aides, de toutes les maîtrises et jurandes, 





























                                                 
16 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome2, p.230. 








































                                                 
26 Ibid., p.200. 
27 Ibidem. 
28 Ibid., p.201. 
29 Ibidem. 











































                                                 
32 Archives parlementaires, 1ère série, tome23, p.203. 
33 Ibid., p.214. 
34 Ibid., pp.217-219. 



































                                                 
36 Ibid., pp.225-226. 
37 Ibid., pp.214-215. 
38 Ibid., p.215. 
39 Ibid., p.217. 
40 Ibid., p.219. 
41 Ibid., pp.219-220. 




































                                                 
43 Ibid., pp.229-230. 
44 Ibid., p.625. 
45 中村紘一訳「テュルゴ勅令・ダラルド法」351 頁。 






































                                                 
47 同書 354 頁。 























91 年憲法が決定される 1791 年 9月 3日の約 3ヶ月前、1791年 6月 14日= 17日のル・
シャプリエ法（Loi Le Chapelier 同一身分および同一職業の労働者および職人の集合に関













                                                 



































                                                 










57とした 1790 年 11 月 13 日＝19 日の「すべての市民は集合し自由な結社を結成する権利
を有することを宣言するデクレ」（Décret qui déclare que tous les citoyens ont droit de 























                                                 
57 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome2, p.19. 
58 Ibidem. 
59 Archives parlementaires, 1ère série, tome27, p.211. 
60 Ibidem.  
61 Ibid., p.212. 
62 Ibidem.  






る厳格な法によって罰せられる。（J.-B. Duvergier Collection, complète des lois, tome3, p22.） 
64 Archives parlementaires, 1ère série, tome27, p.212. 




































                                                 
67 Ibidem. 
68 Ibid., p.213. 
69 Ibidem. 
70 井上すゞ「フランス革命とフランスの政治的伝統 －中間団体廃止をめぐって－」日本政治学会編『年報
政治学』41 巻（1990 年）（岩波書店）54 頁。 
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 前述の通り、1790年 11 月 13日= 19日の「すべての市民は集合し自由な結社を結成する
権利を有していることを宣言するデクレ」71において、憲法制定国民議会は、すべての市民
は法律を守って平和裏に集合し自由な結社を結成する権利をもっていることを宣言してい




























                                                 
71 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome2, p.19. 
72 Paul Nourrisson, Histoire de la liberté d’association en France depuis 1789, Société du Recueil 
Sirey, 1920, tome1, p.115. 以下 Paul Nourrisson, Histoire de la liberté d’association en France と表記。 
73 Ibidem. 
74 J.-B. Duvergier, Collection, complète des lois, tome3, p22.    
75 Archives parlementaires, 1ère série, tome27, p.210.  





































                                                 
78 Ibidem. 
79 Archives parlementaires, 1ère série, tome27, p.210. 
80 マルクス エンゲルス編 向坂逸郎訳『資本論（三）』（岩波書店 1969 年）383 頁。  





































                                                 
82 Archives parlementaires, 1ère série, tome27, p.210. 
83 中村紘一「ル・シャプリエ法研究試論」41 頁。 



































































































年 4 月 12 日法では労使双方のコアリシオン（主要な対象は労働者である。）が禁止され、
















                                                 



















う提案がなされ採択されている。にもかかわらず、約 3 ヶ月後の立法議会（Assemblée 
nationale législative）の招集（1791年 10 月 1日）直前に、1791 年 9月 27日＝10 月 16
日の「王国内に存するすべての商業会議所の廃止に関するデクレ」（Décret portant 














                                                 
88 Archives parlementaires, 1ère série, tome27, p.212. 
89 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome3, p.374. 
90 Fr. Olivier Martin, L’organisation corporative de la France, pp.286, 291- 292. 



































correspondance）および商業に関する中央監督機関（surveillance centrale du commerce）
                                                 
92 Ibid., p.293. 
93 Archives parlementaires, 1ère série, tome31, p.397. 
94 Ibidem. 














くという方向を示すものである。そして実際に、1791 年 10 月には商業への監督・援助の










国民議会は、当初 12条あった法案の第 1条，第 5条、第 6条、第 7条を審議することを
決定し、その他の条文（第 2 条～第 4 条は商業会議所の財務状況の一覧表の作成・報告な
ど、第 8条は市町村によるマニュファクチヤーの監督、第 9条～第 11条は商業関係のデー
タの収集とそれを整理・保管する国家の機関、第 12条はデータに基づく諸表の作成と内務
大臣の議会報告について規定している。）の審議に関しては、次の審議に延期されることと
なる。結局、法案の第 1 条，第 5 条、第 6 条、第 7 条とほとんど同じ内容が、それぞれ 1
条（従前の第 1 条に規定されていた商業顧問会議の廃止の規定が削除され、商業会議所の
廃止の規定のみになっている。）から第 4 条として以下の通り採択される。102  
4 条からなる国民議会で議決された商業会議所の廃止に関するデクレの第 1 条は、「王国
                                                 
97 Ibid., pp.397-398. 
98 Pierre Rosanvallon, Corporations et corps intermédiaires, Le Débat, Gallimard, 1989/5 no57, p.174.
以下 Pierre Rosanvallon, Corporations et corps intermédiaires と表記。 
99 高村学人「ナポレオン期における中間団体政策の変容 －ポリスの法制度の視点から－」東京大学社会
科学研究所紀要 社会学研究 （東京大学社会科学研究所 1999 年）50 巻 6 号 107 頁。以下 高村学人「ナ
ポレオン期における中間団体政策の変容」と表記。 











を規定する。第 3 条では、「1788 年 2 月 2 日の規則により商業とマニュファクチヤーの監
督のためにパリに設立された機関および貿易収支局（bureau de la balance du commerce）
もまた廃止される。前述の機関を構成する人々に与えられたすべての権限は廃止される。」
105とされる。第 4条では、「上記の第 2条と第 3条によって廃止された権限と職に伴う国庫
から支払われる俸給と給料は、1790年 8 月 23日法と昨年の 7月 31日法に従って、その性
質と業務への従事期間によって対象となる廃止された人々の権限に年金あるいは援助を付
与するという留保を付した上で、次の 1月 1 日までしか支払われない。」106とされる。
                                                 

























の国外追放を決定する。また 1792 年 8 月 10 日には亡命者の土地を没収して農民に再配分
する法律を決定し、8 月 25 日には封建的権利の条件付き無償廃止（領主が権利の正当性を
証明した場合には有償、実際には証明不可能であり実質的な無償廃止。）を決定する。テュ







し、1792 年 9 月 20 日にはヴァルミーの戦いに勝利しオーストリア・プロイセン連合軍を




                                                 
1 Archives parlementaires, 1ère série, tome48, p.350.   









優勢だったのはジロンド派である。1792 年 11 月のフランス軍のベルギー占領を契機とし
てイギリスが主導して、93 年 2 月には第一次対仏大同盟が結成されフランスはイギリス、
オランダとも戦争状態に入る。更に、諸外国の態度を硬化させたのが国王の処刑である。
山岳派議員の要求により、国民公会の議員による国王の裁判がおこなわれる。ジロンド派
は処刑の回避に努めたが、1793年 1月 15 日～20日の投票でロベスピエール（Robespierre, 
Maximilien de）らの山岳派の主張が小差で勝利を収め、国王は 93年 1月 21日に「国民の
自由と国家の安全に対する陰謀」の罪で処刑される。3 ヴァルミーの戦いの勝利以降形勢が
逆転しフランス軍がベルギーやライン左岸を占領すると、戦争は当初の防衛戦争という性













この 6 月 2 日の蜂起から年末にかけてパリの民衆の運動は高揚していくが、その要求は
経済的には統制経済、政治的には反革命への取締強化である。6 国民公会はこうした要求に
沿った法令を次々に決定する。1793 年 6 月には全戦線から国内に外国軍隊が侵入し、ヴァ
ンデーの反革命反乱は頑強に抵抗を続けており、国内外は極めて困難な状況下にある。こ
うした内外の反革命に対して、共和国を防衛するための強力な指導力の確立を目指したの
                                                 
3 中村義孝編訳『フランス憲法史集成』（法律文化社 2003 年）44 頁。 以下 中村義孝編訳『フランス憲
法史集成』と表記。 




6 柴田三千雄『フランス革命』174 頁。 
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度に現れている。」10 この 93 年憲法は国民投票にかけられ承認を得るが、内外の非常事態
を理由にその施行は平和の到来まで延期され、憲法によらない「革命政府」（gouvernement 
révolutionnaire）が樹立される。この制度は、国民公会の公安委員会（comité de salut public  

















                                                 
7 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome5, p.352. 
8 Ibid., p.353. 
9 Ibidem. 







以上で述べてきた状況は 1794 年 7 月のテルミドールのクーデターまで続き「恐怖政治」





























                                                 
11 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome6, p.77. 
12 Ibid., p.131. 
13 Ibid., p.153. このデクレについては第５章第２節で民衆協会に関係するデクレおよび 1810年の刑法典
と供に一括して考察する。 
















念は徐々に拡大し以下で述べる congrégation monastique の連合体である institut 
religieuxの概念を包含するようになる。次に congrégationであるが、一つの修道会（ordre）
の内部において連合体（全国的あるいは地方的な）を形成し、修道院長などの管轄下にあ
る修道士を集める congrégation monastique と、聖職者や非聖職者の単式誓願をおこなう
団体あるいは誓願をおこなわない共同生活の団体である congrégation religieuse とがある。












                                                 
15 ordre は「修道院」、monastique は「修道者の」、「修道生活の」を意味する。敢えて訳せば、「修道者
が修道生活を送る修道院」となる。 
16 Lucien Bély, Dictionnaire de l’Ancien Régime, Presses universitaires de France, 1996, p.941. 
17 教皇の教権を制限し、フランスカトリック教会の司教権を確立することにより、それを王権の下に置き
政治的に教権から王権の独立を目指す立場。国家教会主義とも言う。 
18 Henry Marc-Bonnet, Histoire des ordres religieux《que sais-je ?》, Presses universitaires de France, 
1949, p.105. 以下 Henry Marc-Bonnet, Histoire des ordres religieux と表記。 














滅させ、10,000 人の修道士を四散させる。すなわち、1790 年には、もはや 17,000 人の修
道士しか存在しない（平均で一修道院あたり 10名）。修道女はそれよりも多い。すなわち、






れることになる。憲法制定国民議会は、1789 年 11月 2日＝9日の「教会財産を国の自由な
使用に委ねるデクレ」（Décret qui met les biens ecclésiastiques à la disposition de la 
nation）により教会財産の国有化をおこない24、1790 年 2 月 13 日＝19 日の「フランスに
おける男女両性の修道誓願を禁止するデクレ」（Décret qui prohibe en France les vœux 







                                                 
20 Ibidem, 





23 Henry Marc-Bonnet, Histoire des ordres religieux, p.114. 
24 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome1, pp.54-55. 









委員会に付託され報告がおこなわれる。そして議会審議を経て、1792 年 8 月 10 日のパリ
の民衆の蜂起により王の権利停止が宣言された直後、92 年 8 月 18 日に「在俗修道会の廃
止とその構成員の俸給および財産の管理に関する一般デクレ」（Décret général sur la 
suppression des congrégations séculières, le traitement de leurs membres et 





J.B.マシュウ（J.B. Massieu）、オワ―ズ県の司教（Evéque de département de l’Oise）、
セーヌ-エ-オワーズ県の議員（Député de celui de Seine-et-Oise））は、聖職者委員会の名
において、憲法制定国民議会に対して「男性の在俗修道会に関する報告およびデクレ案」
















                                                 
26 Archives parlementaires, 1ère série, tome48, p.350. 































1792 年 2月 10 日、公教育委員会の名でゴーダン（Gaudin）による「在俗修道会の廃止
に関する報告およびデクレ案」（rapport et projet de décret sur la suppression des 
congrégations séculières）38の議会への説明がおこなわれる。この報告は、「修道院の廃止
                                                 
30 Ibid., p.59. 
31 Ibidem. 
32 Ibidem. 
33 Ibid., PP.59-60. 
34 Ibid., p.59. 
35 Ibid., p.60. 
36 Ibid., p.59. 
37 高村学人『アソシアシオンへの自由』（勁草書房 2007 年）58 頁。 以下 高村学人『アソシアシオンへ
の自由』と表記。 







































43 Ibid., p.361. 
44 Ibidem. 
45 Ibidem. 



































                                                 
47 Ibidem. 
48 Ibidem. 
49 Ibid., p.363. 
50 Ibid., 1ère série, tome41, p.236. 

































                                                 
52 Ibid., p.236. 






59 リン・ハント 松浦義弘訳『フランス革命の政治文化』（平凡社 1989 年）112 頁。 



































                                                 
61 Ibid., p.242. 
62 Ibid., p.240. 
63 Ibidem. 
64 Ibid., p.247. 







4 月 6 日の議会審議の後、8 月 13 日には財産委員会名でヴァンサン-プローシュ
（Vincens-Plauchut）によって「在俗修道会の廃止とその構成員の俸給および財産の管理
に関するデクレ案」（projet de décret sur la suppression des congrégations séculières, le 
traitement de leurs membres et l’administration de leurs biens）68のいくつかの条文が審
議に付され、8 月 16 日にはその続きの条文が審議に付され採択される。そして 8 月 18 日
には同じくヴァンサン-プローシュによって財産委員会の名において、「在俗修道会の廃止と
その構成員の俸給および財産に関する一般デクレ」（Décret général sur la suppression des 






















                                                 
67 Ibid., p.250. 
68 Ibid., 1ère série, tome48, p.103. 









































                                                 
74 Ibidem. 
75 Ibid., 1ère série, tome38, p.362. 
76 Ibid., 1ère série, tome41, p.237.  














リュー Richelieu, Armand Jean du Plessis, Cardinal et Duc de：訳注）の下に置かれる
が、限定された数の会員によって構成され印璽を備え特権を有する自治的社団を形成して






このようなものとして性格付けられるアカデミーは、1793 年 8月 8日＝14 日の「国家に
よって許可されたあるいは許可を与えられたあらゆるアカデミーと文学団体の廃止に関す
るデクレ」（Décret portant suppression de toutes les académies et sociétés littéraires,  




の特権的団体である。王政廃止一周年に当たる 1793 年 8 月 10 日におこなわれた「共和国





                                                 
78 Fr. Olivier-Martin, L’organisation corporative de la France, p.67. 
79 Ibid., p.70. 
80 Ibid., p.77. 
81 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome6, p.77. 































                                                 





















国民公会は、提案されたデクレの第 1 条～第 7 条の内第 1 条と第 7 条を、それぞれ第 1 条
と第 2条として以下の通り採択する。 
国民公会は、公教育委員会の報告を聞いた後、以下の通り決定する。 
第 1 条 国家によって許可されたあるいは許可を与えられたすべてのアカデミーおよび
文学団体は廃止される。96 






1793 年 8月 24 日、国民公会は割引銀行（Caisse d’escompte）、生命保険会社（Compagnie 
d’assurance à vie）を名指した上で、「一般的にその主要な資本が随意に譲渡可能な無記名
株式あるいは流通手形あるいは台帳への登録に基づくあらゆる社団」98を廃止する「割引銀
行およびその他の種々の社団を廃止するデクレ」（Décret qui supprime la caisse  
d’ escompte et différentes autres associations）99を議決する。このデクレで名前を挙げら
れた割引銀行と生命保険会社の他にも、資本を株式による会社としては東インド会社





ており、「その意味では、『発券・預金・割引銀行』banque d’émission, de dépots, d’escompte
                                                 
93 Ibid., pp.523-524. 




98 Ibid., 1ère série, tome 72, p.701. 
99 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome6, p.131. 
100 Fr. Olivier-Martin, L’organisation corporative en France, p.270. 
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ともいうべきものであった。」101 ミラボ （ーMirabeau, Honoré Gabriel Riqueti , comte de）




年金国債 Emprunt viager 103、割引銀行株式、ついで「パリ水道会社」《Compagnie des eaux 
















村、民衆協会に由来する愛国金庫（caisse patriotique émanant de sociétés populaires）、
民間会社などにより発行され、パリでは 63 種類の総額で 4 千万リーヴル（全国では総額 1
億リーヴル）の信用紙幣が流通していた。これらの信用紙幣の信用度は一様ではなく、そ
の価格は変動し、投機の対象となった。1792 年 3月 20日には民間機関、11 月 2日には公
的金庫（caisse publique）による信用紙幣の発行が禁止される。106 商人や銀行家などの巧
みな投機家は、補助貨幣や信用紙幣との交換でアッシニアを集めて投機資金とし、値上が
                                                 
101 中原嘉子「『割引銀行』《Caisse d’Escompte》（一七七六～九三年）－アンシャン・レジーム末期にお
けるフランスの財政金融問題－」 史学雑誌 1969-03-00 78 巻 3 号 有斐閣 48 頁。 以下 中原嘉子「割引
銀行」と表記。 
102 Mirabeau, De la caisse d’escompte, the Worshipful Company of Goldsmiths, 1903, PP.18-20. 
103 アンシャン・レジーム末期の国債のほとんどは「年金国債」と呼ばれるものであった。これには、「永
久年金国債」（rentes perpétuelles 償還により終り、年 4～5％の利子=年金が給付される。）と「終身年
金国債」（rentes viagères 年金をかけられた人の死亡まで年金が支払われ、元本は償還されないため 8～
10％と高率である。）があった。前者は 1770 年と 1782 年にしか発行されず、ネッケルとその後継者が用
い投機の対象となったのは後者である（中原嘉子「割引銀行」62 頁。）。 
104 中原嘉子「割引銀行」57-59 頁。 
105 同書 73 頁。 
106 Albert Soboul, Dictionnaire historique de la Révolution française, Presses universitaires de 























一切の国営トンチンは廃止され、1770 年 1 月 18 日以降年金額の上昇を伴わない終身年金
に取って代わった。」115 「生命保険は、1681 年のルイⅩⅣ世の海事王令によって、不道徳
であるとして禁止されさえした。」116 しかし 1787 年にフランス最初の生命保険会社である
Compagnie royale d’assurance が設立される。117 こうした生命保険会社は、18世紀には
                                                 
107 Léon Say, Histoire de la caisse d’escompte, 1776 à 1793, Imprimerie de P. Regnier, 1848, p.47.  
108 Ibidem.. 
109 中原嘉子「割引銀行」72 頁。 
110 Archives parlementaires, 1ère série, tome50, p.229.  
111 Fr. Olivier-Martin, L’organisation corporative en France, p.270. 
112 三好義之助 「フランス生命保険事業の生成と発展」 w.jili.or.jp/research/search/pdf/B_22_1.pdf 







114 三好義之助「フランス生命保険事業」4 頁。 
115 同書 5 頁。 
116 Maurice Picar, André Besson, Les assurances terrestres en droit français, tome1, Librairie 
générale de droit et de jurisprudence, 1970-1972, p.4. 
117 Albert.Chaufton, Les assurances, leur passé, leur présent, leur avenir, au point de vue rationnel, 







続いて東インド会社についてである。地理上の発見に伴い 15 世紀から 16 世紀にかけて




と東はマゼラン海峡の間の地域における 50 年間の貿易の独占権を受けている。」120 東イン
ド会社は七年戦争で痛めつけられ、1763 年のパリ条約ですべてを失い、更に海上貿易の完
全な自由化を目指すフィジオクラートによりコルポラシオンと同じ理由で攻撃され121、










人に「独占者あるいは買い占め人」（un monopoleur ou un accapareur）という嫌疑をかけ、
ジロンド派の自由主義的経済政策に対する闘争は商業ブルジョワジーに対する闘争へと転
化していく。123 食料の確保と経済統制を求めるパリの民衆の圧力を受けて、国民公会は、
1793 年 5月 4日にパンと小麦粉の最高価格を定める「食糧に関するデクレ」（Décret relatif 
aux subsistances）124、93 年 7月 26日には食料品を隠匿した商人に死刑を科す「買占め人
対策法」（Décret contre les accapareurs）125、93年 8月 19日には燃料の最高価格を定め
る「薪、木炭、泥炭および石炭の最高価格を定めることを県のディレクトワールに許可す
                                                                                                                                               
contractuel, en France et à l'étranger, Chevalier-Maresq, 1884-1886, pp.356-357. 
118 A. de. Mirimonde, Manuel pratique des assurances, Payot, 1928, pp.194-195. 
119 Fr. Olivier-Martin, L’organisation corporative en France, p.263. 
120 Ibid., p.264. 
121 Ibid., pp.267-268. 
122 Ibid., p.261. 
123 Albert Soboul, Les sans-culottes parisiens en l’anⅡ histoire politique et sociale des sections de Paris  
2 juin 1793 - 9 thermidor anⅡ , Imprimerie Henri Potier, 1958, p.421. 以下 Albert Soboul, Les 
sans-culottes parisiens en l’anⅡと表記。 
124 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome5, p.266. 
125 Ibid., tome6, p.55. 
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るデクレ」（Décret qui autorise les directoires de département à fixer le maximum du 
prix du bois de chauffage, charbon, tourbe et houille）126、93年 9月 29日には肉、砂糖、
ワインなどの生活必需品全般と賃金の最高価格を設定し違反者への罰則を規定する「食料
品と生活必需品の最高価格を定めるデクレ」（Décret qui fixe le maximum du prix des 
denrées et marchandises de première nécessité）127を議決する。更に、物資の買占め取り
締まりのための委員会や「革命軍」（armée révolutionnaire）という食糧徴発部隊も組織さ
れる。 





















1793 年 8月 24 日の国民公会で議決されたデクレは以下のとおりである。 
第 1 条 割引銀行、生命保険会社の名で知られている社団、および一般的にその主要な
資本が随意に譲渡可能な無記名株式あるいは流通手形あるいは台帳への登録に基づくあら
ゆる社団は廃止され、現在から来る１月１日までの期間に清算される。131 
                                                 
126 Ibid., p.98. 
127 Ibid., p.193. 
128 Ibid., p.131. 





























ルポラシオン）」である。141 大学は、この 1793 年 9月 15日のデクレ以前に、既に打撃を
受けていた。1789 年 8 月 4、6、7、8、11 日=11 月 3 日の「封建制、領主裁判所、十分の
一税、官職売買、特権、聖職碌取得金、複数の聖職碌を受けることなどの廃止に関するデ
クレ」142による十分の一税などの多くのコレージュの財源の廃止、89年 11 月 2日=4日の
                                                 
132 Ibidem. 
133 Ibidem. 
134 Fr. Olivier-Martin, L’organisation corporative en France, pp.22-23. 
135 Ibid., pp.25, 28. 
136 Ibid., p.24. 
137 Ibid., pp.25-26. 
138 Ibid., p.23. 
139 Ibid., pp. 31-32. 
140 Ibid., p.33. 
141 オリヴィエ・マルタン 塙浩訳『フランス法制史概説』917 頁。 




が国家の管理の下に置かれたこと（その執行は 93 年 3 月 8 日のデクレまで延期される。）
により大学は打撃を受ける。また、1789 年 12 月 22 日の全国を 83 の県に分割しその職務
を定める「第一次会と行政府の基本法に関するデクレ」（Décret relatif à la constitution des 
assemblées primaires et des assembées administratives）144の第 3節「行政府の職務」の
第 2 条第 3 号により「公教育、政治教育および道徳教育の監督」は県の行政機関の職務と
され145、大学は県のディレクトワールの厳格な管理下に置かれ伝統的な自治を失う。146 更
に、1790 年 7 月 12 日=8 月 24 日の「聖職者民事基本法および聖職者の俸給に関するデク





民公会に提出され、それに基づき 1793年 9 月 15日に全共和国で全課程を備えたコレージ
ュ、神学部、医学部、文理学部、法学部を廃止する規定を含む「公教育の漸進的三段階を













                                                 
143 Ibid., p.54. 
144 Ibid., p.73. 
145 Ibid., p.77. 
146 Fr. Olivier-Martin, L’organisation corporative en France, p.549. 
147 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome1, p.242. 
148 Archives parlementaires, 1ère série, tome48, p.350. 
149 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome6, p.170. 
150 Archives parlementaires, 1ère série, tome74, pp.233-234. 
151 公教育の組織化に関しては、91 年憲法により無償の公教育の組織化を規定したのに始まり、95 年憲
法の一環として作成された 1795 年 10 月 24 日の「公教育の組織に関するデクレ」（Décret relatif à 
l’organisation de l’instruction publique）によって一応の結論に達するまで、憲法制定国民議会、立法議
会、国民公会で長期間に渡って多数の教育計画が提案・審議されてきた。 



































                                                 
153 Ibidem. 
154 Ibid., pp.234-253. 
155 Ibid., p.234. 






























第 2条 これらの学校の学業の対象は、本請願に付属の表に従い分類され教育される。161 







                                                 
159 Fr. Olivier-Martin, L’organisation corporative en France, p.550. 
160 Archives parlementaires, 1ère série, tome74, p.233. 
161 Ibidem. 
162 Ibidem.   





の採択を求めるとの意見が述べられ、最終的にデクレ案は提案通りに 1793 年 9 月 15 日に
議決される。164 議会審議でも教育制度に関する意見が出されただけで、大学などに対する
コルポラシオンすなわち特権的中間団体への非難という中間団体否認の理念は見られない。 
最終的に議決されたデクレの第 1 条と第 2 条は請願のデクレ案と同一であるが、第 3 条
は異なる部分がある。訳文では相違を明確に示せないため、以下原文を用いて説明する。
請願のデクレ案の第 3 条の「従って」以下の原文は次の通りである。En conséquence les 
collèges de plein exercice, et les facultés de théologie, de médecine, des arts, et de droit, 
seront supprimés. 請願のデクレ案の条文では seront supprimés＝未来形となっている。
一方、国民公会が票決に付した条文の原文は以下の通りである。En conséquence les 
collèges de plein exercice, et les facultés de théologie, de médecine, des arts, et de droit, 






て」であるとするフレーズが付け加えられていた。9 月 16 日の国民公会では、この時期尚
早の廃止も含めて抗議がなされる。165 












                                                 
164 Ibidem. 
165 Ibid., p.235. 
166 Ibid., p.268. 
167 Ibid., pp.268-269. 




れる。結局「大学を廃止したのは、1793 年 9 月 15 日の法律だけであり、更にその法律の
執行は翌日留保された。しかし大学はこの最後の一撃で死ぬ。1795 年 2 月 25 日（共和暦
Ⅲ年ヴァントーズ 7 日）の法律は Ēcole centrale を組織しコレージュを廃止したが、大学
に関しては語らなかった。従って私たちは、その死亡証明をもっていない。」170  
                                                 
169 Ibidem. 












命政府の解体がおこなわれ、経済的にはいわゆる総最高価格法の廃止（1794 年 12 月）が
象徴するように自由主義的経済体制への復帰がおこなわれる。こうした状況下で、1794 年
1 月 12 日、アッシニア紙幣の用紙を製造する製紙工場の労働者のコアリシオンを禁じる「製
紙マニュファクチヤーを徴用するデクレ」2が議決される。総最高価格法の廃止は物価の高
騰を引き起こし、パリの民衆は 1795 年 4 月と 5月に「パンと 93年憲法」をスローガンと
して蜂起するが徹底的に弾圧される。民衆運動の活動家は逮捕され、革命政府以来の多く
の左派系議員は逮捕され処刑あるいは流刑となりその勢力は激減する。 
 1795 年 8 月 22 日（共和暦Ⅲ年フリクティドール 5 日）には 1795 年憲法が制定される。
95 年憲法は、その「人および市民の権利と義務の宣言」（Déclaration des droits et des 
devoirs de l’homme et du citoyen ）の「権利」（Droits）の章において、「社会における
人の権利は、自由、平等、安全、所有である。」（第 1 条）とし、自由とは他者の権利を










議会制度に関しては、95年憲法は五百人会（Conseil des cinq-cents）と元老会（Conseil 
des anciens）の二院制をとる（第 44条）。6 五百人会の定数は 500（第 73 条）、元老会
                                                 
1 柴田三千雄『フランス革命』210 頁。  
2 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome6, p.394.  
3 Ibid., tome8, p.223. 
4 Ibid., p.224. 
5 Ibidem. 
6 Ibid., p.227. 
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1795 年 8月 23 日の「クラブあるいは民衆協会の名で知られる集合体を解散するデクレ」17
が議決される。総裁政府（Directoire）は不安定で、左右からの脅威を受けてその姿勢は大
きく揺れ動く。まず 1795 年 10 月 5 日にパリで、ブルジョワ共和派優位の議会勢力の激変
                                                 
7 Ibid., p.228. 
8 Ibidem. 
9 Ibid., p.229. 
10 Ibid., p.227. 
11 柴田三千雄『フランス革命』214-215 頁。 
12 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome8, p.238. 
13 Ibidem. 
14 Ibid., p.241 
15 Ibidem. 
16 Ibidem. 





するが、これ以後王党派を弾圧しその政策は左寄りとなる。続いて 1796 年 5月に私有財産




アレテ」18が制定される。公的扶助に関しては、1794 年 7 月には施療院・救貧院などの慈
善事業施設の国有化がおこなわれていたが、これらの施設によって担われていた扶助を国
家がすべて担うことは不可能であった。総裁政府は、1796 年 10 月 7 日の「民間養護施設
の財産の自由な使用を保護し、それらの施設が管理される方法を決定する法律」19により民
間の施療院や救貧院などへ財産を返還し、今までとはまったく逆の政策をとる。以後この
方向が維持され、慈善活動を担ってきた修道会の復活へとつながっていく。1797 年 7月 25
日には民衆協会などの復活を危惧して、「政治的問題に係わる特別の団体を臨時に禁止す





運動に代わるものとして軍部という勢力が登場してくることになる。21 また、1798 年 4 月
の選挙で総裁政府に批判的な共和派が当選者の多数を占めると、98年 5月 11 日、総裁政府
は共和派議員の当選を無効とする法律を強行採決する（フロレアル 22日のクーデター）。 
一方対外的には、1798 年末から 99 年 3 月にかけて第二次対仏大同盟が結成され、戦争
が再開されるがフランス軍は全戦線で敗北を重ねる。しかし、総裁政府はこうした危機的
状況に有効に対処することができず、強いリーダーシップが求められることになる。そこ
に登場するのがナポレオン（Napoléon Bonaparte）である。ナポレオンは、1795年 10 月
の「ヴァンデミエールの蜂起」鎮圧の際の活躍で一躍有名になり、96 年にはイタリア遠征
軍の司令官として頭角を現し、インドへの通商路遮断によりイギリスに打撃を与えようと
した 98 年 5月のエジプト遠征軍の司令官となった。しかしナポレオンは、国内の混乱を見
て 1799年 10月に単独で帰国し、総裁の一人であるシェイエス（Sieyès, Emmanuel Joseph）
と結んで 99年 11月 9日の「ブリュメール 18 日のクーデター」で軍事行動により総裁政府
を倒し、執政政府（Consulat）を樹立し第一執政となる。これは文民政府と軍部の力関係
                                                 
18 Ibid., tome9, p.165.  
19 Ibid., p.195. この法律については第 6 章第 2 節で修道会の「復活」関係のデクレ・法律と一括して考察
する。 
20 Ibid., tome10, p.3. 
21 柴田三千雄『フランス革命』223 頁。 
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の逆転を示すものである。22 このクーデターをもってフランス革命は終わる。1799 年 12
月 15日の「共和暦Ⅷ年フリメールの共和国執政の布告」（Proclamation des Consuls de la 





このような政治的、社会的構造は帝政期に入っても変わらない。1799年 12 月 13日（共和















12 月 28 日の「信仰の実践に関するアレテ」26によってカトリック教会への抑圧策を緩め、
1801 年教皇との間でコンコルダ（concordat 政教条約）を締結する。1802 年 4 月 7 日の
「信仰の組織に関する法律」27は、カトリックが大多数のフランス人の宗教であることを認
め、没収教会財産の不返還や政府が聖職者を任命して教皇が叙任することを規定する。コ




                                                 
22 同書 235-236 頁。 
23 中村義孝編訳『フランス憲法史集成』95 頁。 
24 同書 86 頁。 
25 同所。 
26 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome12, p.50. この法律と以下の二つの法律については
第 6 章第 2 節で他の修道会の「復活」に関連するデクレ・法律と一括して考察する。 
27 Ibid., tome13, p.89.  



















より 1802 年 8月にはナポレオンは終身執政となり、3年の王党派によるナポレオン暗殺事
件を契機として、4 年 5 月 18 日の元老院決議により皇帝に即位し、同年 11 月に行われた
国民投票が皇帝への即位を追認し、第一帝政（Premier Empire）が始まる。このような状
況下において、1803 年 4 月 12 日にはすべての労働者のコアリシオン禁止を強化する「マ
ニュファクチャー、製造所および作業場に関する法律」34が制定される。1804 年には「フ










                                                 
29 Ibid., tome13, p.16. このアレテと以下の三つのアレテ・法律については、第 6 章第 1 節で一括して考
察する。 
30 Ibid., p.296.  
31 Ibid., p.351.  
32 Ibid., tome14, p.64.  
33 佐々木真『図説 フランスの歴史』（河出書房新社 2011 年）109 頁。以下 佐々木真『図説 フランスの
歴史』と表記 
























などの制限を規定する 1791 年 5月の「市民がコミューンの招集を要求することができる場
合を定める請願権に関するデクレ」36、91 年 9 月の公的機関の活動を妨げる請願などの活
動の禁止と罰則を規定する「民衆協会に関するデクレ」37の二つのデクレ、民衆協会などの
解散を規定する 95年 8月の「クラブあるいは民衆協会の名で知られている集合体を解散す
るデクレ」38、憲法サークルの設立を民衆協会の復活として禁止する 97 年 7 月の「政治的
問題に係わる特別な団体を臨時に禁止する法律」39、更にすべての結社を禁止・規制・監視
の対象とする 1810 年の刑法典第 291 条・第 292 条を一つの動きとし考察していく。つま




                                                 
35 佐々木真『図説 フランスの歴史』111-112 頁。  
36 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome2, p.365. 
37 Ibid., tome3, p.457. 
38 Ibid., tome8, p.244. 

































他の地方の代表たちも次第にこれに加わるようになる。1789 年 10 月のベルサイユ行進に
より、王がベルサイユからパリへと連れ戻され、憲法制定国民議会もパリへと移る。それ
に伴いブルトン・クラブもパリのジャコバン修道院に本拠を移し、ブルターニュ地方以外
の代表たちも多く参加し「憲法友の会」（Société des amis de la Constitution）に名称を変
更する。その当時の主なメンバーはミラボー（Mirabeau, Honoré Gabriel Riqueti , comte 
de）、バルナーヴ（Barnave, Antoine）などの穏健な立憲王政派であった。これが 1791 年
                                                 
40 Ibid., tome2, p.365. 















に議論をおこなうことができる場であった。44 1790 年 2 月から 92 年 7 月にかけて、パリ
では 26 の民衆協会の設立が数えられた。45 代表的なものとしては 1790 年に設立されたコ
ルドリエ・クラブ（Club des Cordeliers 正式名称：人および市民の権利の友の会 Société 




ントン（Danton, George Jacques）やマラー（Marat, Jean-Paul）などもそのメンバーで
あった。「コルドリエ・クラブは真理の友の会（les Amis de la Vérité）のような理論家た
ちでもなければ、憲法友の会（les Amis de la Constitution）のような大ブルジョワジーの






な質をもったものとして在ったのか。1789 年 8月 26日、「人および市民の権利の宣言」の
                                                 
42 柴田三千雄『フランス革命』124 頁。  
43 同書 125 頁。 
44 井上すゞ「ジャコバン独裁の政治構造（1）」国家学会雑誌 1969 年 82 巻 3・4 号 175 頁。 以下 井上
すゞ「ジャコバン独裁の政治構造（1）」と表記。 
45 Isabelle Bourdin, Les sociétés populaires à Paris pendant la Révolution, Société du Recueil Sirey, 
1937, pp.418-420.（巻末の一覧表） 以下 Isabelle Bourdin, Les sociétés populaires à Paris と表記。 
46 福井憲彦編『アソシアシオンで読み解くフランス史』85 頁。 
47 井上すゞ「ジャコバン独裁の政治構造（1）」181 頁。 
48 Isabelle Bourdin Les sociétés populaires à Paris, p.175. 





























ある。しかしその背景には、91 年憲法第Ⅲ編の第 2 条「すべての権力は国民にのみ由来す
るが、国民は代表によってしか主権を行使できない。／フランス憲法は代表制である、代
表者は立法府および国王である。」54という考え方に基づく、1791 年 9 月 29 日の「民衆協
会に関するデクレ」の議会報告でル・シャプリエにより表明された、「議決と権力はもはや
憲法がそれを置いたここ（議会：訳注）にしか存在しない。」55「代表者によって表される
                                                 
50 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome3, p.240. 
51 Albert Soboul, Les sans-culottes parisiens en l’anⅡ, p.505. 
52 ルソー 桑原武夫 前川貞次郎訳『社会契約論』133 頁。 
53 Albert Soboul, Les sans-culottes parisiens en l’anⅡ, p517.  
54 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome3, p.242. 


































21 日= 6 月 27 日「パリ市の組織に関するデクレ」（Décret relatif à l’organisation de 
municipalité de Paris）59によってパリにコミューン（commune）が組織され、従来のデ
                                                 
56 Ibidem. 
57 福井憲彦編『アソシアシオンで読み解くフランス史』82-83 頁。 
58 同書 83-84 頁。 
59 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome1, p.179. 
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ィスリクト（district）に代えて 48 のセクションが設けられる（第Ⅰ章 第 6 条）。60 セク
ションは第一にコミューンの行政上の下部機関を構成する（第Ⅰ章 第 7 条）。61 第二には
選挙区としての機能をもつ。各セクションは能動市民により直接選出されるコミューンの
市長（maire）、総代（procureur）、補佐（substitut）、市吏員（officiers municipaux）、名
士（notables）の選出母体となる。62 更に 48 のセクションは、各セクションの能動市民よ
りなる第一次会（assemblée primaire）を構成し、ここから選挙人（électeur）が選出され
選挙人会（assemblée électorale）が構成され、立法府の議員などの選出に関与する（第Ⅰ
章 第 8 条）。63 選挙終了後は、能動市民は集まった状態に止まることも再び集まることも
できないとされる（第Ⅰ章 第 19 条）。64 しかし、「事実上は、受動市民も会場に現れ、一
般的な政治問題を討議する集会となり、この集会を拠点に、議会や市政への請願活動が活
発に行われた。」65 セクションは、その総会で政治的問題が取り上げられ、市民の討議機関
として政治化していくことになる。そして、対外的危機の深刻化を受けて 1793 年 7月から











活動にさらされたパリ県知事のラ・ロシュフーコ （ーLa Rochefoucauld, François, duc de）
とパリ市長のバイイ（Bailly, Jean Sylvain）は、1791年 4月 26日に民衆協会などの請願




                                                 
60 Ibidem. 
61 Ibidem. 
62 井上すゞ「ジャコバン独裁の政治構造（1）」189 頁。 
63 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome1, p.179. 
64 Ibid., p.180. 
65 高村学人『アソシアシオンへの自由』40 頁。 
66 Jean-Jacques Clère, Le droit de pétition aux chambres de 1798 à nos jours, 1791, la première 
Constitution française : actes du colloque de Dijon, 26 et 27 septembre 1991, Economica, 1993, 
pp.311-312. 




この請願は憲法委員会に付託され、1791 年 5月 9日にはル・シャプリエにより憲法委員
会の名の下に議会報告がおこなわれ、この請願を受けての 18条からなる委員会のデクレ案
が示される。その主な内容は以下の通りである。「請願の権利は個々の能動市民に属する個




反憲法的である。」（第 8 条）。71 公共の場所における貼り紙・ラッパや太鼓による告知は人






















                                                 
69 Ibid., p.681. 
70 Ibidem. 
71 Ibid., pp.681-682. 
72 Ibid., p.682. 
73 Ibidem. 
74 Ibid., p.678. 
75 Ibidem. 
76 Ibid., p.679. 





















案の審議に入る。審議は 1791 年 5月 9日と 10日の二日間に渡っておこなわれ、10 日に第
1 条から第 9条が一部修正のうえ採択され、18日に第 10条から第 15 条の六つの条文（条
文の作成を除いて 10日にその趣旨が決定されていたもの）が示され、1791 年 5月 18日（10
日）= 22 日の「市民がコミューンの招集を要求することができる場合を定める請願権に関
するデクレ」（Décret relatif au droit de pétition, et qui fixe les cas où les citoyens 










                                                 
78 Ibidem. 
79 Ibid., p.679. 































                                                 
81 Archives parlementaires, 1ère série, tome25, P.684. 
82 Ibidem. 





88 Ibid., p.687. 
89 Ibid., pp.687-688. 
90 Ibid., p.688. 
91 Ibidem. 
































第 1 条 請願の権利はすべての個人に属し、委任され得ない。従って、その権利は、選
挙人団も、司法団体も、行政団体も、市政府によっても、コミューンのセクションあるい
は市民の団体によっても、集団の名の下に行使され得ない。すべての請願者は、その請願
                                                 
93 Ibidem. 
94 Ibid., p.690. 
95 Ibid., p.691. 





































                                                 
99 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome2, p.365. 
100 Ibid., pp.365-366.  
101 Ibid., tome1, p.179. 
102 Ibid., p.180. 
103 Ibid., p.186.  













 第 12 条は、市町村の諸機関の声による法律の告知の方法が規定されている。107 
第 13 条 いかなる市民もいかなる市民の集合も、アレテの標題でも他のすべての義務的
あるいは命令的な形式でも、何ものも掲示することはできない。108 
第 14 条 いかなる貼り紙も、集団の名で掲出することはできない。貼り紙に協力するす
べての人はそれに署名することを義務付けられる。109 
第 15条 前二条に関する違反は軽減することができない 100リーヴルの罰金によって罰
せられる。その刑は警察により宣告される。110 
更にこのデクレから二ヶ月後、1791 年 7月 19日= 22日の「市町村の軽罪警察の組織に
関するデクレ」（Décret relatif à l’organisation d’une police municipale et correctionnelle）
111の第 1 章「市町村の警察112」、「公序の維持に関する諸規定」の第 14 条は、「団体あるい
はクラブを設立しようとする者は、市町村の書記にその所在地と集会の日を事前に届け出
ることを義務付けられる。」とし、違反に対しては 200 リーヴル（累犯には 500 リーヴル）







                                                 






111 Ibid., tome 3, pp.114. 
112 市町村の警察（police municipale）の業務は、市町村における安全、公共の安寧、秩序維持の領域だ
けでなく、衛生管理、市場の監督、災害の予防など市民の日常生活に関する行政がおこなうような業務の
領域にも及んでいた。（Albert Soboul, Dictionnaire historique de la Révolution française, p.848.） 




























ると思われる。116 しかし、それがすべてではない。1791 年憲法は「第Ⅱ編 王国の区分
および市民の身分について」の第 7 条において、「法律は結婚を民事契約としかみなさな
い。」117とする。立法議会は、結婚を秘蹟とするカトリックの教義を排して結婚を民事契
約とする憲法の考え方に基づき、1792 年 9 月 20日＝25日の「離婚の事由、方法および効
力を決定するデクレ」（Décret qui détermine les causes, le mode et les effets du divorce）
118の「第Ⅰ節 離婚の事由」の第 1 条は「結婚は離婚により解消される。」とし、第 2 条
は「離婚は配偶者相互の同意により生じる。」119とする。ナポレオンの民法典も、離婚の
                                                 
114 Marcel Courtier, De la notion de l’ordre public dans le code, thèse de doctorat-Université de Paris, 
1904, p.49. 以下 Marcel Courtier, De la notion de l’ordre public と表記。 
115 Ibid., p.50. 
116 Ibid., pp.50-51 
117 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome3, p.242. 
118 Ibid.,tome4. p.476. 
119 Ibid., p.477. 
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120 Marcel Courtier, De la notion de l’ordre public, p.51. 
121 Ibidem. 









年 7月 17日の「シャン・ド・マルスの虐殺」を経て、91年 9月 3日の 91年憲法制定の直
後、9 月 29 日・30 日＝10 月 9 日の憲法的機関の活動を妨げる請願・代表の派遣などの活
動をおこなう者への罰則を規定する「民衆協会に関するデクレ」（Décret sur les sociétés 
populaires）124が議決される。 



















                                                 
123 Raymonde Monnier, L’espace public démocratique : essai sur l’opinion à Paris de la Révolution au 
Directoire, Ēdition Kimé, 1994, p.42. 
124 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome 3, p.457. 
125 Archives parlementaires, 1ère série, tome31, p.617. 
126 Ibidem. 
















論的ともいえる視点から主として論議がなされているのに対して、91 年 9 月のデクレの報
告・議会審議の過程では、91 年憲法の制定を受けて主に憲法的秩序＝公序の維持という視
点から報告・論議がおこなわれており、その意味で 91年 5 月のデクレでは伏在していた公
序すなわち 91年憲法による秩序の維持という政治的要素が前面に浮かび出ていると言える。
1791 年 9月のデクレは、ル・シャプリエを初めとする憲法制定国民議会の多数派にとって


















                                                 
132 原文：Assemblée nationale, considérant que nulle société, club, association de citoyens ne pouvent 
avoir, sous aucune forme, une existance politique, ni exercer aucune influence ni inspection sur les 
actes des pouvoirs constitués et des autorités légales : 下線部 influence（影響）が action（作用）に変
更されただけである。 
133 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome3, pp.457-458. 
134 Ibid., p.458. 




（４）1791 年 5月・9月のデクレとル・シャプリエ法との関係について 































                                                 
136 高村学人『アソシアシオンへの自由』47 頁。 
137 同所。 
138 谷川稔『フランス社会運動史』19 頁。 
139 同書 22 頁。 


























を迎え、93 年 7 月 25 日には対外的危機が深刻化する中でセクション総会の常時開催が始
まる。141 しかし、1793 年 9月 5日にダントンは国民公会に、「パリのセクションは、特に
日曜日と木曜日に招集される。総会に参加した貧しいが故に補償金を求めようとするすべ
ての市民は、総会ごとに 40スーの補償金を受ける。」142という提案をおこない承認される。
これを受けて 1793 年 9月 9日公安委員会名でバレール（Barère de Vieuzac）により「パ
リのセクションの総会を週二回に制限し、日雇い労働者に出席の権利を与えるデクレ」
（Décret qui restreint les séances des sections de Paris à deux par semaine, et accorde 
un droit d’assistance aux journaliers）143が国民公会に提案され議決される。バレールの提
案では、開催時刻が 7 時から 10 時とされていたが、「一週間に 2 回しか総会がないなら、
総会は 5 時に始められ、問題がそれを可能にする時に終了しなければならないと考える。」
                                                 
141 松浦義弘『フランス革命とパリの民衆 「世論」から「革命政府」を問い直す』 （山川出版 2015 年）92
頁。以下 松浦義弘『フランス革命とパリの民衆』と表記。 
142 Archives parlementaires, 1ère série, tome73, p.415. 




まなければならない。」との発言があり、総会の開催時間は 5時から 10時となる。145 この
デクレの第 1 条は「今後は、パリのセクションおいては日曜と木曜の 2 回の総会のみがお
こなわれる。」146とし、第 2 条は、「日雇い仕事以外に生活の術をもたない市民は、総会ご



















ンが抗議し、パリの 48 のセクションの内で結局 26 のセクションがクラブ＝民衆協会を設






                                                 




148 松浦義弘『フランス革命とパリの民衆』92 頁。 
149 柴田三千雄『フランス革命』182 頁。 
150 Albert Soboul, Les sans-culottes parisiens en l’anⅡ, p536.  
151 Ibid., p.617.  






























7 月 14 日によって王位を剥奪された者たちの後継者にすぎなかったことは真実である。
次々と帝国を再建しょうと試みるであろう者たちに災いあれ。彼らもまた人民の敵である。」
160とする。最後に、テルミドール派の正義を非難する者たちに対して、7月 14日以前に立
                                                 
153 松浦義弘『フランス革命とパリの民衆』94 頁。松浦は「société populaire」を「人民協会」と表記し
ているが、本稿では「民衆協会」と表記してきたため、表記を「民衆協会」に統一した。 











そして特段の異議もなく、1795年 8月 23 日（共和暦Ⅲ年フリュクティドール 6日）「ク
ラブあるいは民衆協会の名で知られている集合体を解散するデクレ」（Décret qui dissout 
les assemblées connues le nom de Club, ou Société populaire）162が議決される。その条文
は以下の通りである。 
第 1 条 クラブあるいは民衆協会の名で知られているあらゆる集合は解散させられる。
従って、当該集合が会議をおこなう部屋は直ちに閉鎖される。その鍵は、登録簿と書類と
同様に、市町村役場の書記に預けられる。163 
























 1797 年 7 月 25 日（共和暦Ⅴ年テルミドール 7 日）、元老会では「政治的問題に係わる
                                                 
161 Ibidem. 





特別な団体を臨時に禁止する法律」（Loi qui défend provisoirement les sociétés 


























                                                 
165 Ibid., tome10, p.3. 
166 Le Moniteur universel, No311, 29 juillet 1797, p.1241. 
167 Ibid., pp.1241-1242. 
168 Ibid., p.1242. 
169 Ibidem. 
170 Ibidem. 
171 Ibid., p.1243.  
172 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome8, p.241.   
173 95 年憲法 第 362 条 政治的問題に係わるいかなる特別の団体も、別の特別の団体と連絡し、別の特別
の団体に加入し、互いに区別された会員と出席者で構成される公開の会議を開催し、入会の条件や被選挙
資格を強制し、排除の権利を不正に取得し、その会員にアソシアシオンの対外的な標章を着用させること
はできない。（J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome8, p.241.） 























第 1条 政治的問題に係わるすべての特別な団体は臨時に禁止される。180 
第 2条 このような団体に集まる個人は、そこで多衆集合罪の罪人として罰せられるた
めに軽罪裁判所（tribunal de police correctionnelle）に引致される。181 
第 3条 前述の団体が集まる場所の所有者あるいは主要な賃借人は、同じ裁判所によっ












179 Ibid., p.1244. 


















６ 1810 年の刑法典 







罰金により処罰される。」186として、第 291 条に違反した結社の解散と罰則を規定している。 







1809 年 8月 26 日のコンセイユ・デタの論議では、20人未満の団体であってもより危険
                                                 
183 Le Moniteur universel, No341, 28 août 1795, p.1372. 
184 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome8, p.241. 
185  Jean Guillaume Locré, La législation civile, commerciale et criminelle de la France, ou 
commentaire et complément des codes français, Treuttel et Würtz, 1832, tome30, p.48. 以下 Jean 
Guillaume Locré, La législation civile, commerciale et criminelle と表記 
186 Ibidem. 
187 Ibid., p.114.  















1810 年 2 月 16 日、立法府の民事・刑事立法委員会名でノアイユ（Noaille）がおこなっ















                                                 
189 Ibid., p.169. 
190 Ibid., p.170. 
191 Ibidem. 
192 Archives parlementaires, 2ème série, tome10, p.525. 
193 Ibid., p.533. 
194 Ibid., p.594. 




196 Archives parlementaires, 2ème série, tome10, p.594. 
197 Ibid., pp.594-595. 






































                                                 
199 同論文 119 頁。 
200 Pierre Chevallier, Histoire de la franc-maçonnerie française, Fayard, 1975, pp.36-37. 
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1795 年 8月の民衆協会の解散を規定するデクレ、97年 7月の政治的問題に係わる団体を禁
止する法律では対象が同一であるにもかかわらず、中間団体否認の理念は現れてこない。 
これは、中間団体否認の理念の展開・変貌を考察する上で留意すべき現象である。1791
年の立法議会の時期と 94 年 7月のテルミドールのクーデター以降の時期とでは、政治的・


































































1794 年 1月 12 日（共和暦Ⅱ年ニヴォーズ 23 日）、アッシニア紙幣の印刷に使用する用
紙の製紙工場の労働者のコアリシオンを禁じる「製紙マニュファクチャーを徴用するデク
                                                 
201 Le Moniteur universel, No341, 28 août 1795, p1372. 
202 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome8, p.241.   
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そして、1796 年 9 月 2 日（共和暦Ⅳ年フリュクティドール 16 日）の「製紙業取締のた
                                                 
203 Ibid., tome6, p.394. 
204 Archives parlementaires, 1ère série, tome83, p.262. 
205 Ibidem. 
206 Ibidem. 
207 Ibid., pp.262-263. 
208 Ibid., p.263. 




めの規則を含む総裁政府のアレテ」（Arrêté de Directoire exécutif , contenant réglement 


















1803 年 4 月 12 日＝22 日（共和暦Ⅺ年ジェルミナル 22 日＝フロレアル 2 日）の「マニュ












                                                 
210 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome9, p.165. 
211 Ibidem. 
212 1794 年 1 月 12 日の「製紙マニュファクチャーを徴用するデクレ」第 5 条のこと。 
213 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome9, p.165. 
214 Ibid., tome14, P.64. 

















1810 年の刑法典ではこうした傾向が一層強まる。1810 年の刑法典第 414 条、第 415 条
は使用者と労働者双方のコアリシオンを禁止する。しかし、使用者側のコアリシオン禁止
を規定する第 414条は 1803年法第 6条と同一であるのに対して、労働者のコアリシオンを
禁止する第 415 条は、量刑として 1 ヶ月以上 3 カ月以下の禁錮に加えて首謀者あるいは扇














                                                 
216 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome14, p.65. 
217 Ibidem. 
218 Ibidem. 
219 Jean Guillaume Locré, La législation civile, commerciale, et criminelle, tome31, p.16. 






















                                                 
221 高村学人「ナポレオン期における中間団体政策の変容」103 頁。 






を受ける。（松嶌明男『図説 ナポレオン』（河出書房新社 2016 年）82 頁。）しかし、1800 年頃からフ
ランスの工業は発展の軌道に乗り始める。「帝政樹立後、アークライト紡績機やミュール紡績機を設備し
た紡績工場の建設ブームが起こった。…そして、このような設備投資の拡大にともなって、フランスの綿
糸生産量は 1804 年に 2,100 トンにすぎなかったものが、1812 年には 12,300 トンと飛躍的に増大する。
羊毛工業でもミュール紡績機を設備した紡績工場がふえるのはやはり 1810 年前後である。」（柴田三千雄 




ている小作業場、また 18 世紀型の半手工業的労働の分散家内工業 fabrique dispersée などの古い形態と
集中工業 fabrique concentrée の近代的形態との併存である。後者が最も普及した形態であるとはとても
いえない。たとえば、1848 年に集中工業で雇用されている労働者は、全工業労働者の四分の一しか占め



































共和暦 10 年（1802 年：訳注）には、製造業者の代弁者であるローヌ県知事は、絹織物の
以前の規制を惜しんでいた。多くの請願が競争にブレーキをかけ、無能さにより引き起こ
                                                 
1 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome3, p.114. 



































                                                 
4 Paul Nourisson, Les tentatives de restauration des corporations sous Napoléon premier, Réforme 
sociale, Juillet-décembre,1915, p.155. 
5 Ibid., pp.155-156. 
6 「六つの社団」とは、パリの羅紗商、香辛料＝薬種商、高級小間物商、毛皮商、帽子商、金銀細工商の
六大商人組合を指している。これらの社団は市政をはじめ都市の公的活動に深く関与していた。また、パ
リでは 132 の職種が 59 の民兵の部隊に編成されていた。（綾部恒夫監修 福井憲彦編『アソシアシオンで
読み解くフランス史』24 頁。） 
7 プルポワン（pourpoint）は、中世から 17 世紀頃のウエスト丈の男子用胴着のことである。 
8 Ētienne Martin Saint-Léon, Histoire des corporations de métiers depuis leurs origines jusqu’à leur 
suppression en 1791, Slatkine-Megriotis reprints, 1976, p.628. 
9 Jean Guillaume Locré, La législation civile, commerciale et criminelle, tome17, pp.398-414. 



















1791 年 10 月 26 日には、商業に対する監督と援助の強化のために中央商業行政局










                                                 
11 Ibid., tome17, p.398. 
12 高村学人「ナポレオン期における中間団体政策の変容」107 頁。 
13 Pierre Rosanvallon, Corporations et corps intermédiaires, p.174. 
14 Jacques Delécluse, Les Consuls de Rouen, marchands d’hier entrepreneurs d’aujourd’hui, histoire de la 
Chambre de commerce et d’industrie de Rouen des origines à nos jours, P’tit Normand, 1985, p.108. 以下 
Jacques Delécluse, Les Consuls de Rouen と表記。高村は「ナポレオン期における中間団体政策の変容」
の 107 頁で「商業局」と表記しているが、原語は「Bureau local」なので「地方商業局」とした。  
15 高村学人「ナポレオン期における中間団体政策の変容」107 頁。 
16 Jacques Delécluse, Les Consuls de Rouen, p.108. 
17 France et Phillipe Bouchadeau, Histoire de la chambre de commerce de Valence, tome1, La 
formation du patronat drômois au ⅩⅨe siècle, Université des sciences sociales de Grenoble, Chambre 
de commerce et d’industrie de Valence et de la Drôme, 1981, pp.12-13. 以下 France et Phillipe 
Bouchadeau, Histoire de la chambre de commerce de Valence と表記。 
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務大臣のシャプタル（Chaptal, Jean-Antoine 任期：1800 年 11 月～1804 年 8月）は、「ま
ず知事たちに、その見解を内務省に伝えることを任務とする商業会議（Conseil de 














このような地方からの意見などもあり、1802年 12月 24日（共和暦Ⅺ年ニヴォーズ 3日）
の「若干の都市における商業会議所の設立に関するアレテ」（Arrêté portant établissement 
des chambres de commerce dans plusieurs villes）25によって、商業会議所がリヨンやル
ーアンなどの 22の都市で「復活」する。このアレテに関してシャプタルがおこなった執政
への報告では、商業会議所の復活により政府は見識ある人々の意見を知り、商人たちは意
                                                 
18 Ibid,. p.13. 
19 Ibidem.  
20 Ibid,. p.14. 
21 Jacques Delécluse, Les Consuls de Rouen, p.124.  
22 英仏通商条約は 1786 年に締結されているが、原文では 1787 年になっているため 1786 年に訂正し表
記した。自由貿易的色彩をもつこの条約は、イギリスの工業製品とフランスのワイン、穀物とを結び付け
ようとしたものであったが、ルーアンの綿織物をはじめフランスの産業はイギリスとの競争に敗れ衰退す
ることになる。（河野健二 岩波新書『フランス革命小史』（岩波書店 1959 年）65 頁。） 
23 Jacques Delécluse, Les Consuls de Rouen, PP.124-125.   
24 Ibid., p.126. 
25 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome13, p.351. 
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26 France et Phillipe Bouchardeau, Histoire de la chambre de commerce de Valence, p.14.  
27 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome13, p.351. 
28 Ibidem. 
29 Jean-Pierre Hirsch, L’≪effet-Le chapelier≫ dans les pratiques et les discours des entrepreneurs 
français jusqu’aux année 1860 : Naissance des libertés économiques, Liberté du travail et liberté 
d’entreprendre : le décret d’Allarde et la loi Le Chapelier, leurs conséquences, 1791-finⅩⅨe siècle  
sous la direction d’Alain Plessis, Institut d’Histoire de l’Industrie, 1993, p.161. 
30 Gail Bossenga, La Révolution française et les corporations : trois exemples lillois, Annales ESC, 
Editions de l'Ēcole des hautes études en sciences sociales, mars-avril 1988, no 2 , p.422. 以下 Gail 
Bossenga, La Révolution française et les corporations と表記。 
31 Pierre Léon, La naissance de la grande industrie en Dauphiné（fin du ⅩⅧe siècle -1869）, Presses 









商業会議所設立のアレテから約 3 ヶ月後、1803 年 4月 12 日＝22日（共和暦Ⅺ年ジェル
ミナル 22日＝フロレアル 2日）の「マニュファクチャー 、製造所、および作業場に関する
法律」（Loi relative aux manufactures, fabriques, et ateliers）34により、商業会議所に倣
って、工業の領域における諮問組織であるマニュファクチャー ・製造所・手工業諮問会議
所（Chambre consultative de manufactures, fabriques, arts et métiers）が設立される。
この法律の第Ⅰ章は、政府が適切であると判断する場所に諮問会議所を設立することがで
きる（第 1 条）とし、その職務を「マニュファクチャー、製造所、手工業の改善に必要な
















                                                 
32 Gail Bossenga, La Révolution française et les corporations, p.422. 
33 Ibidem.  
34 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome14, p.64. 
35 Ibid., p.64. 
36 Ibid., p.65. 
37 Ibidem. 
38 Ibid., pp.65-66. 
39 Ibid., p.66. 
40 Archives parlementaires, série2, tome4, p.602. 
41 Ibid., p.600. 




































                                                 
43 Pierre Rosanvallon, Corporations et corps intermédiaires, p.175. 
44  Jean Tural, Paris et son administration(1800-1830), Ville de Paris(Commission de travaux 
historiques, Sous-commission de recherches d’histoire municipale contemporaine), 1976, p.297. 以下















デュボワによる、1801 年 10 月 11 日（共和暦Ⅹ年ヴァンデミエール 19 日）の「パリに
おけるパン製造・販売業の営業に関する執政のアレテ」（Arrêté des Consuls sur le 
commerce de la boulangerie à Paris）49は以下を規定する。第 1条は「今後は、警視総監
の特別の許可なしに、何人もパリにおいてパン屋の職業をおこなうことはできない。」50と
する。この「特別の許可」の条件としては、保証の名目で 325 リーヴルの重量の一級品の
小麦粉 15 袋を提供し、パン屋の規模に応じて各店舗に常に少なくとも 60、30、15 袋の一
級品の小麦粉の備蓄をおこなうことである（第 2条）。警視総監は、長い間営業しているパ
ン屋の中から選んだ 24 人を招集し、この 24 人のパン屋により警視総監の立会いの下で 4
人の総代が任命され（5 条）51パン屋の職業的社団が設立される。「この組織は、警察とパ
ン屋との連絡を保障するものと位置付けられ、指導が遵守されているかを監視する役割し







                                                 
45 Ibid., p.300. 
46 Ibidem. 
47 Ibid., p.303. 
48 Ibid., pp.303-304. 
49 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome13, p.16. 
50 Ibidem. 
51 Ibid., p.17. 
52 高村学人「ナポレオン期における中間団体政策の変容」110 頁。 
53 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome13, p.17. 







肉屋に関しても、1802 年 9 月 30 日（共和暦Ⅺ年ヴァンデミエール 8 日）の「パリにお
ける肉屋の職業の実施に対する規制に関するアレテ」（Arrêté portant réglement pour 
l’exercice de la profession de boucher à Paris）56によりパン屋のコルポラシオンと同様の
職業的社団が設立される。このアレテは以下のように規定する。パリで肉屋を営業してい
る個人は、ブリュメール 1日までに警視総監に登録する（第 1条）。警視総監は登録された
肉屋の内から 30人を任命し（第 2条）、この 30人がすべての肉屋の中から 1人の総代と 6
人の副総代を任命する（第 3条）。今後は、総代・副総代の意見を受けた警視総監の許可を
得ずに肉屋の営業をおこなうことはできない（第4条）。肉屋はその店舗ごとに3,000、2,000、
1,000 フランの三つの等級の保証金を納付する（第 5 条）。この資金は営業における不測の
事態に遭遇する肉屋の救済に用いることを目的とする（第 10 条）。警視総監への届出の 6
ヶ月後でなければ、肉屋は廃業できない（第 13条）。違反の場合は、その保証金を失う（第
14 条）。連続した 3日間、肉を十分に置くのを止める肉屋の店舗は 6カ月間閉鎖される（第
18 条）。肉屋の肉の取引と販売は、警察の監督の下で週に 2 日だけ、公的市場において許可
される（第 19 条）。総代と副総代は、肉屋の商売に関する内部的な規則案などを警視総監
に提出する。それは、内務大臣の報告に基づき行政規則の形式に従って許可された後にし















                                                 
55 Ibid., p.306. 
56 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome13, p.296. 







憲法制定国民議会は 1789 年 11 月 2 日＝9 日の「教会財産を国の管理の下に置くデクレ」

















こうした在俗修道会の廃止に続いて、1793 年 11月 3日＝4日（共和暦Ⅱ年ブリュメール
13 日＝14日）の「教会財産および財団の支払いにあてられるすべての財産を国有財産と宣
言するデクレ」（Décret qui déclare propriété nationale tout l’actif affecté aux fabriques et 
à l’acquit des fondations ）63 により、教会財産と財団の支払いにあてられる財産の国有化




（Décret sur la réunion de l’actif et passif des hopitaux, maisons de secours, de pauvres, 
etc., au domaine national ; la liquidation du passif de ces établissements ; la 
                                                 
58 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome1, pp.54-55. 
59 Ibid., p.100. 
60 Ibid., tome 3, p.241. 
61 Archives parlementaires, 1ère série, tome48, p.350. 
62 Ibidem. 
63 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome6, p.273. 
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prolongation du délai pour la remise des titres de créances sur les communes ; le 
rapport de la déchéance de six mois d’intérêts, et autres dispositions générales sur la 









れが、1796 年 10月 7日（共和暦Ⅴ年ヴァンデミエール 16日）の「民間養護施設の財産の
自由な使用の権利を保護し、それらの施設が管理される方法を決定する法律」（Loi qui 




オンは、ブリュメール 18 日のクーデターの後、1799 年 12 月 28 日（共和暦Ⅴ年ニヴォー





する。翌 1802年 4月 8日（共和暦Ⅹ年ジェルミナル 18日）の「信仰の組織に関する法律」






還を規定し、更に第 4 条では司教の政府による任命と教皇による叙任を規定する。70 この
法律では、修道会については何も規定されてはいないが、許可を受けた若干の修道会や無 
                                                 
64 Ibid., tome7, p.217. 
65 Pierre Rosanvallon, L’Ētat en France de1789 à nos jours, p.142. 
66 Ibidem. 
67 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome9, p.195.  
68 Ibid., tome6, p.50.   
69 Ibid., tome13, p.89. 




「若干の宗教的集団および宗教的結社の解散を命ずるデクレ」（Décret qui ordonne la 
dissolution de plusieurs agrégations ou associations religieuses）72 が 1804 年 6月 22 日




実に設立することはできない。」とする。73 更に第 5条は、会則と規約の審査を前提に Sœurs 


















る例もある。78 「1814 年には、女性の修道会は 1,800 の修道院と 70,000 人の病人を看護
                                                 
71 1804 年 6 月 22 日の「若干の宗教的集団および宗教的結社の解散を命ずるデクレ」の第 1 条は、「本デ
クレの公布の日から、現在ベリー、アミアン、および帝国内のその他の都市で設立されている Père de la 
Foi, d’Adorateur de Jesus、および Pacanaristes の名前で知られている集団あるいは結社は解散されそ
の状態に止まる。／同様に、信仰を口実にまた許可を受けずに設けられたその他のすべての集団あるいは
結社は解散される。」（J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome14, p.29.）と規定している。こ
のことは、許可あるいは黙認を受けた宗教的集団あるいは結社が既に存在していたことを示している。 
72 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome14, p.29. 
73 Ibidem. 
74 Ibidem. 
75 Henry Marc-Bonnet, Histoire des ordres religieux, pp.115-116. 
76 Ibid., p.115. 
77 Ibidem. 
78 Ibid., p.116. 
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79 Ibid., P.117. 
80 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome14, p.30. 
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1794 年 1 月 12 日のデクレでは、アッシニア紙幣の用紙製造に携わる製紙労働者のコア










刑法典ではこの傾向が一段と強まる。1810 年の刑法典第 414条、第 415条は使用者と労働
者双方のコアリシオン禁止と罰則を規定する。しかし、使用者側に対する罰則は 1803年法
と同一であるのに、労働者側に対しては従来の 1 ヶ月～ 3 ヶ月の禁固刑、更に首謀者には
















述べる 1849 年 11 月 27 日法へと垂直方向に深化していく。1848 年の二月革命において、
臨時政府は一旦労働組合の結成を認める。しかし、1849年 6月 13日の事件2により山岳派
                                                 
1 Jean Guillaume Locré, La législation civile, commerciale, et criminelle, tome31, p.61. 
2 1849 年 6 月 13 日パリを中心に、政府のヴァチカン支援のためのローマ共和国（二月革命に触発されて
成立）への軍隊派遣に反対して、山岳派が大規模なデモを組織する。それがバリケード戦に転化するが、
民衆の支持は薄く、あっけなく政府により鎮圧される。この事件により、指導者であるルドリュ・ロラン
（Ledru-Rollin, Alexandre-Auguste）はイギリスに亡命するなど、1849 年 5 月の立法議会選挙で三割弱
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＝左派崩壊の後、1849 年 11 月 27 日＝12 月 1 日の「刑法典第 414 条、第 415 条および第
416 条を修正する法律」（Loi qui modifie les art. 414, 415 et 416 du Code pénal）3がつく

























社会的理由をもつことになる。民衆協会の請願などを禁止するデクレ（1791 年 5 月）は、
請願は個人の権利であり集団として行使することはできないとして、民衆協会を啓蒙・啓
発の領域に封じ込めようとする。ル・シャプリエ法では経済的自由主義の理念により、ギ
                                                                                                                                               
の議席を得た山岳派＝左派は崩壊する。 
3 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome49, p.385. この法の成立の経過については、本章第
3 節 167-168 頁を参照。 
4 大和田敢太 『フランス労働法の研究』53-54 頁。 
5 中村紘一「ル・シャプリエ法研究試論」3 頁。 
6 革命後のフランスの経済発展の状況については、第 5 章第 3 節の注 223 を参照。 















































































                                                 
8 Archives parlementaires, 1ère série, tome27, p.210. 














18 日（10日）の民衆協会の請願などを禁止するデクレ、91 年 6月 14日のル・シャプリエ
法、91 年 9月 27 日の商業会議所廃止のデクレ、91年 9 月 29日・30日の民衆協会の請願
などの禁止・罰則を規定するデクレ、92 年 8 月 18 日の在俗修道会廃止のデクレ、93 年 8
月 8 日のアカデミー廃止のデクレにおいてであり、91 年から 93 年にかけての約 2 年間に
過ぎない。1793 年 8 月 24 日の株式会社の廃止に関するデクレ、93 年 9 月 15 日の大学廃
止を規定するデクレ、テルミドールのクーデター後の 95 年 8 月 23 日クラブ・民衆協会の
廃止に関するデクレ、97 年 7 月 25 日の政治的問題に係わる団体廃止のデクレ、帝政期の
1810 年の刑法典第 291 条・第 292 条の立法理由の中には中間団体否認の理念はもちろん、
「コルポラシオン」規定も一切登場していない。1793年 8 月の株式会社廃止のデクレにつ
いては、株式会社は資本の集合体であり特権をもたないものもあり投機の抑制が主要な廃














                                                 





































                                                 
11 モンテスキュー 野田良之他訳『法の精神（中）』391 頁。 
12 ルソー 桑原武夫 前川貞次郎訳『社会契約論』81 頁。 



















































修道会に関しては、1789 年から 94 年にかけて教会財産の国有化、盛式誓願の禁止によ
る修道会の廃止、在俗修道会の廃止、更には慈善事業施設の国有化がおこなわれるが、国
家が扶助などをすべて担うことは不可能であり、総裁政府期にはこれとは逆の動きが始ま


















第３節 ル・シャプリエ法から 1901 年の結社の自由へ ― 垂直的視点から 
 
１ ル・シャプリエ法から 1810 年の刑法典へ 
フランス革命は、ブルジョワジーを軸として貴族と民衆という三つの社会的勢力の結
                                                 
14 Pierre Rosanvallon, L’Ētat en France de1789 à nos jours, pp.101-102. 
15 Ibid., pp.103-104. 































として機能することになる。それは、1791 年 5月と 9月の民衆協会関係の二つのデクレで
は、政治的領域での公の事柄の国家による独占・支配として現れ、91 年 9 月の商業会議所
廃止のデクレと 92年 8月の修道会廃止のデクレでは、各社団の機能は国家が担うべき機能
であるという形を取って現れる。1793 年 8 月のアカデミー廃止のデクレは「賢明な政体」




                                                 
































































いるのが、1791 年から 97 年にかけての民衆協会という同一の対象に対してつくられた四
つの規制・禁止法である。以下では、セクション総会の開催制限に関する 1793 年 9月のデ
クレも含めて、反結社法の基礎となる理念の変化の過程をより明確なものとするために、
前項と一部重複する部分もあるが、1791 年 5 月の民衆協会の活動制限のデクレから 1810









                                                 
























































３ 1810 年の刑法典の体制から 1901 年の結社の自由へ ― 補足的に 
最後に、以上で述べてきたような質をもった中間団体政策およびコアリシオンに対する






て奨励され増大する。21 七月王政期（1830 年～48 年）には、政府により警戒されていた
大規模な共和派の結社である人権協会への取締強化のために、1834 年 4 月 10 日＝11 日の





能にする。第二共和政期（1848 年～52 年）には、1848 年 2 月 25 日＝29 日の「臨時政府
の労働者に関する声明」（Déclaration du gouvernement provisoire relative aux ouvriers）
                                                 
19 Jean Guillaume Locré, La législation civile, commerciale et criminelle, tome30, p.48.  
20 Paul Nourrisson, Histoire de la liberté d’association en France, tome1, p.245.  
21 高村学人『アソシアシオンへの自由』102 頁。 
22 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome34, p.49. 







に関する罪の廃止という前提を離れて検討がなされ、結論として 1849 年 11 月 27 日＝12
月 1 日の「刑法典第 414 条、第 415 条および第 416 条を修正する法律」25は刑法典第 414
条～第 416 条を修正し、社会に危険と混乱をもたらすものとの位置づけからコアリシオン
を禁止することになる。26 また、「二月革命の一ヵ月だけでパリにおいて約 250のクラブが
叢生し」27、1848 年 11月 4日＝10日のフランス共和国憲法（Constitution de la République 
française）28は、「市民は結社に加わり、平穏に武器をもたずに集合し、請願をおこない、
出版その他の方法で自らの意見を表明する権利をもつ。」（第 8 条）と結社の権利を宣言す
る。29 しかし、この「結社の自由」もまたつかの間に過ぎない。1849年 6月 13日の事件30









帝政」と区分される。33 1852 年 3 月 26 日＝4 月 6 日の「相互扶助組合に関するデクレ」
（Décret sur les sociétés de secours mutuels）34は、権威的秩序を維持しつつ、階級融和
を進め社会的問題の解決を図ろうとするナポレオンⅢ世の考え方を反映したものであり、
                                                 
24 Ibid., tome48, p.59. 
25 Ibid., tome49, p.385. 
26 大和田敢太『フランス労働法の研究』54 頁。 
27 高村学人『アソシアシオンへの自由』130 頁。 
28 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome48, p560. 
29 Ibid., p.566. 
30 本章第 1 節の注 2 を参照。 
31 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome49, pp.233-234. 
32 高村学人『アソシアシオンへの自由』142 頁。 













ていた刑法典の第 414 条～第 416 条を修正して、刑法上のコアリシオンの自由を承認する
1864 年 5月 25 日＝27日の「刑法典第 414 条、第 415条および第 416条を修正する法律」
（Loi qui modifie les articles 414, 415 et 416 du Code pénal）36がつくられる。1864年法
は、労働条件の変更を要求するための一時的なコアリシオンを認めるが、その代わりに刑




ものと言える。38 第三共和政期（1870 年～1940 年）に入ると、「結社の自由」への要求が
増大する。しかし、修道会の取り扱いの問題が障害となって結社一般の自由はすぐには実
現しないが、ル・シャプリエ法を廃止し労使双方に職業組合（syndicat professionnel）の
結成を認める 1884 年 3月 21日＝22日の「職業組合の設立に関する法律」（Loi relative à la 




規約・役員氏名を行政当局に届け出る義務を課している（第 4条）。40 1898 年 4月 1日＝5











                                                 
35 高村学人『アソシアシオンへの自由』148-150 頁。 
36 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome64, p.162.  
37 Ibid., pp.162-195. 
38 大和田敢太『フランス労働法の研究』84 頁 
39 J.-B. Duvergier, Collection complète des lois, tome84, p.174.  
40 Ibid., pp.174-187. 
41 Ibid., tome98, p.111.  
42 高村学人『アソシアシオンへの自由』184 頁。 
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